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国立大学法人東京海洋大学職員の給与の臨時特例に関する規則 
 

平成２４年６月２８日 
海洋大規第１１７号 

 
（趣旨） 
第１条	 この規則は、国立大学法人東京海洋大学（以下「本学」という。）において、財政

が逼迫することが想定される平成２６年３月３１日までの間、国民から要請される我が

国の高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図っていくためには、職員の

人件費も含めた支出の見直しが必要なことから、本学職員給与規則（平成１６年海洋大

規第２１号。以下「職員給与規則」という。）等の特例を定めるものとする。 
 
（職員給与規則の特例） 
第２条	 この規則の施行の日から平成２６年３月３１日までの間（以下「特例期間」とい

う。）においては、職員給与規則第６条第１項各号に掲げる基本給表の適用を受ける職員

（国立大学法人東京海洋大学代替職員の就業等に関する規則（平成２１年海洋大規第１

０７号）第５条の適用を受ける職員を含む。以下同じ。）に対する基本給月額（平成１８

年改正附則第６条の規定による基本給月額を含む。以下同じ。）の支給に当たっては、基

本給月額から、基本給月額に、当該職員に適用される次の表の左欄に掲げる基本表及び

同表の中欄に掲げる職務の級の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める割合（以下「支

給減額率」という。）を乗じて得た額に相当する額を減ずる。	 

 
 
基	 本	 給	 表 職務の級 割	 	 合 

２級以下 １００分の４．７７ 
３級から６級まで １００分の７．７７ 一般職員基本給表（一） 
７級以上 １００分の９．７７ 
３級以下 １００分の４．７７ 

一般職員基本給表（二） 
４級以上 １００分の７．７７ 
２級以下 １００分の４．７７ 
３級から５級まで １００分の７．７７ 海事職員基本給表（一） 
６級以上 １００分の９．７７ 
３級以下 １００分の４．７７ 

海事職員基本給表（二） 
４級以上 １００分の７．７７ 
２級以下 １００分の４．７７ 教育職員基本給表 
３級から４級まで １００分の７．７７ 
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 ５級以上 １００分の９．７７ 
２級以下 １００分の４．７７ 
３級から６級まで １００分の７．７７ 医療職員基本給表 
７級以上 １００分の９．７７ 

 
２	 特例期間においては、職員給与規則に基づき支給される給与のうち次に掲げる給与の

支給に当たっては、次の各号に掲げる給与の額から、当該各号に定める額に相当する額

を減ずる。	 

一	 管理職手当	 当該職員の管理職手当の月額に１００分の１０を乗じて得た額	 

二	 地域手当	 当該職員の基本給月額に対する地域手当の月額に当該職員の支給減額率

を乗じて得た額並びに当該職員の管理職手当に対する地域手当の月額に１００分の１

０を乗じて得た額	 

三	 期末手当	 当該職員が受けるべき期末手当の額に、１００分の９．７７を乗じて得

た額	 

四	 勤勉手当	 当該職員が受けるべき勤勉手当の額に、１００分の９．７７を乗じて得

た額	 

五	 職員給与規則第３６条第１項から第５項まで又は第７項の規定により支給される給

与	 当該職員に適用される次のイからホまでに掲げる規定の区分に応じ当該イからホ

までに定める額	 

イ	 職員給与規則第３６条第１項	 前項及び前各号に定める額	 

ロ	 職員給与規則第３６条第２項又は第３項	 前項並びに第２号及び第３号に定める額

に１００分の８０を乗じて得た額	 

ハ	 職員給与規則第３６条第４項	 前項及び第２号に定める額に、同条第４項の規定に

より当該職員に支給される給与に係る割合を乗じて得た額	 

ニ	 職員給与規則第３６条第５項	 前項並びに第２号及び第３号に定める額に、同条の

規定により当該職員に支給される給与に係る割合を乗じて得た額	 

ホ	 職員給与規則第３６条第７項	 第３号に定める額に１００分の８０を乗じて得た額

（同条第５項の規定により給与の支給を受ける職員にあっては、同号に定める額に、

同項の規定により当該職員に支給される給与に係る割合を乗じて得た額）	 

３	 特例期間においては、職員給与規則第２１条から第２２条及び第２４条から第２５条

までに規定する勤務１時間当たりの給与額は、職員給与規則第２７条の規定にかかわら

ず、同条の規定により算出した給与額から、基本給月額並びにこれに対する地域手当の

月額の合計額に１２を乗じ、その額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもので除

して得た額に当該職員の支給減額率を乗じて得た額に相当する額を減じた額とする。	 

４	 特例期間においては、平成２２年改正職員給与規則（平成２２年海洋大規第９７号。

以下「平成２２年改正職員給与規則」という。）附則第２条の適用を受ける職員に対す

る第１項及び第２項第２号から第５号並びに第３項の規定の適用については、第２項中



3 
 

「、基本給月額に」とあるのは「、基本給月額から平成２２年改正職員給与規則附則第

２条第１号に定める額に相当する額を減じた額に」と、第２項第２号中「基本給月額に

対する地域手当の月額」とあるのは「基本給月額に対する地域手当の月額から平成２２

年改正職員給与規則附則第２条第２号に定める額に相当する額を減じた額」と、同項第

３号中「期末手当の額」とあるのは「期末手当の額から平成２２年改正職員給与規則附

則第２条第３号に定める額に相当する額を減じた額」と、同項第４号中「勤勉手当の額」

とあるのは「勤勉手当の額から平成２２年改正職員給与規則附則第２条第４号に定める

額に相当する額を減じた額」と、同項第５号イ中「前項及び前各号」とあるのは「第４

項の規定により読み替えられた前項及び前各号」と、同号ロ及びニ中「前項並びに第２

号及び第３号」とあるのは「第４項の規定により読み替えられた前項並びに第２号及び

第３号」と、同号ハ中「前項及び第２号」とあるのは「第４項の規定により読み替えら

れた前項及び第２号」と、同号ホ中「第３号」とあるのは「第４項の規定により読み替

えられた第３号」と、第３項中「除して得た額に」とあるのは「除して得た額から平成

22 年改正職員給与規則附則第 2 条の規定により給与が減ぜられて支給される職員につい

ては、当該額に１００分の１.５を乗じて得た額に相当する額を減じた額に」とする。	 
	 

（育児休業等に関する特例）	 

第３条	 特例期間においては、職員給与規則第３７条第４項の規定の適用については、同

項中「第２７条」とあるのは、「国立大学法人東京海洋大学職員の給与の臨時特例に関す

る規則（平成２４年海洋大規第１１７号）第２条第３項」とする。	 

	 

	 

（介護休業等に関する特例）	 

第４条	 特例期間においては、職員給与規則第３８条第３項の規定の適用については、同

項中「第２７条」とあるのは、「国立大学法人東京海洋大学職員の給与の臨時特例に関す

る規則（平成２４年海洋大規第１１７号）第２条第３項」とする。	 

	 

（年俸制（常勤職員）の適用に関する特例）	 

第５条	 特例期間においては、国立大学法人東京海洋大学年俸制(常勤職員)の適用に関す

る内規（平成２２年３月２４日付け学長裁定。以下「年俸職員内規」という。）の適用

を受ける職員に対する月額基本給の支給に当たっては、月額基本給から、月額基本給に

次の各号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める割合を乗じて得た額に相当する額

を減ずる。	 

一	 年俸職員内規別表第２の基本年俸表の適用を受ける職員であって、その号給が６号

給以下の職員	 １００分の４．７７	 

二	 年俸職員内規別表第２の基本年俸表の適用を受ける職員であって、その号給が７号

給から１２号給までの職員	 １００分の７．７７	 
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三	 年俸職員内規別表第２の基本年俸表の適用を受ける職員であって、その号給が１３

号給以上の職員	 １００分の９．７７	 

２	 特例期間においては、年俸職員内規第３条第２項第４号から第６号までに規定する勤

務一時間当たりの給与額は、職員給与規則第２７条の規定にかかわらず、同条の規定に

より算出した給与額から、月額基本給に１２を乗じ、その額を１週間当たりの勤務時間

に５２を乗じたもので除して得た額に当該職員の支給減額率を乗じて得た額に相当する

額を減じた額とする。	 

	 

（再雇用職員の特例） 
第６条	 特例期間においては、国立大学法人東京海洋大学職員の再雇用に関する規則（平

成１８年海洋大規第３５９号。以下「再雇用規則」という。）第４条第１号の適用を受け

る再任用職員に対する給与の支給に当たっては、再雇用規則に規定する給与の額から、

第２条各項をそれぞれ準用して算定した額に相当する額を減ずる。 
	 

（非常勤職員の特例） 
第７条	 特例期間においては、国立大学法人東京海洋大学非常勤職員給与規則（平成１６

年海洋大規第３２号。以下「非常勤職員給与規則」という。）第３条に定める日給を受け

る非常勤職員で、かつ、第４条第１項に掲げる期末手当及び勤勉手当の支給を受ける職

員に対する給与の支給に当たっては、非常勤職員給与規則に規定する給与の額から、第

２条各項をそれぞれ準用して算定した額に相当する額を額ずる。 
 
 
（端数計算）	 

第８条	 この規則の規定により給与の支給に当たって減ずることとされる額を算定する場

合において、当該額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。	 

	 

（雑則） 
第９条	 この規則の施行に関し必要な事項は、学長が定める。 
 

附	 	 則 
第１条	 この規則は、平成２４年７月１日から施行する。 
２	 前項の規定にかかわらず、この規則の施行日の前日から引き続き在職し第５条の適用

を受ける年俸制（常勤職員）職員については、平成２５年４月１日から適用する。ただ

し、当該日までに、上位の職に昇任した場合は、この限りでない。 
３	 第１項の規定にかかわらず、この規則の施行日の前日から引き続き在職し第７条の適

用を受ける非常勤職員については、当該施行日における契約期間満了日までは、この規

則は適用しない。 
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第２条	 国立大学法人東京海洋大学育児休業等規則（平成１６年海洋大規第１９号。以下

「育児休業等規則」という。）第１７条に規定する育児短時間勤務職員に対する平成２４

年改正職員給与規則（平成２４年海洋大規第１０１号）附則第２条各号の適用について

は、同条本文中「とする」は「とするものとし、その者の基本給月額は、当該号給に応

じた額に、育児休業等規則第１７条の規定により当該職員に適用された勤務時間を、国

立大学法人東京海洋大学職員勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成１６年海洋大

規第２６号）第５条に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする」とする。	 

	 

	 	 


